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１．はじめに 

 

個別の治水事業の経済効率性評価においては，計画

洪水を対象として，ある特定の堤防区間を破堤させる

ことによって被害額が計算されることがあるようだ．

治水経済評価のマニュアル 1)の中では，破堤の治水便

益に及ぼす影響について，全く触れられていないにも

拘わらず，このように治水事業計画者が破堤を重視す

る理由は，様々な洪水被害の現場に立ち会った経験か

ら，堤防上をうまく越流させることは非常に難しく，

破堤を伴うことが多いこと，加えて破堤によって被害

が格段に大きくなることを知っているからであろうと

思われる． 

しかしながら，このようにして求められた被害額の

意味合いについては十分吟味しなければならない．想

定洪水発生の条件付確率として表示した破堤の発生確

率は１になりえないであろうから，評価された被害の

リターンピリオドは想定洪水のそれを上回ることにな

る．したがって，計画レベルを代表させる被害額とし

ては不適当であり，あくまで想定洪水の下で発生可能

なひとつの被害パターンの評価額でしかあり得ない．

事業効率性評価の信頼性を向上させるためには，こう

した課題についても解決してゆかなければならないと

考えられる． 

 さて，高規格(スーパー)堤防の主要な効用は言うま

でもなく治水安全度の向上であるが，各種パンフレッ

トにおいても強調されているように，「破堤しない」あ

るいは「破堤しにくい」ことが重要である．というの

は，破堤を考慮しない場合，堤防断面形状に拘わらず

天端高さが同じであれば，堤防溢流により生じる被害

は同一であるからである．つまり，通常堤防の脆弱性

を適切に評価しない限り，堤防高規格化による洪水被

害軽減便益についても評価し得ないという関係にある． 

本研究では，破堤の洪水被害リスクに及ぼす影響の

評価方法を提示する．その上で単純な洪水被害を想定

して費用便益分析を行い，堤防高規格化の便益につい

て検討する．  

 

２．破堤を考慮した場合の洪水被害軽減便益評価法 

 

（１）基本的な考え方 

 リスクベースの経済評価においては，洪水被害額の

期待値 ED は次式のように定義される．  
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ここに， ix ：洪水の被害額を規定する要因であり，そ
の発生確率分布が求められているもの，D： ix の場合
の被害額， f ： ix の生起確率密度分布， iLx ， iUx ： ix
に関する積分範囲の下限値と上限値である．例えば，

確率密度分布として，流量Qの洪水発生確率分布のみ
を考慮する場合は次式のように表示できる．2) 
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ここに， )(QD ：流量Qの時の被害額， )|( θQf ：流

量Qの生じる母数θ の年確率密度分布である． PQ ：

無害流量であり，治水レベルを流量で表現したもので

ある．式(2-2)では， PQ を下回る規模の洪水に対して

は，全く被害が生じないことを仮定していることに注

意しなければならない．次に，洪水被害軽減便益 Bは，
次式のように，治水事業によって軽減された被害額に

よって評価される． 
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ここに， FD ：治水整備を実施した場合の洪水被害額の

期待値（年額）， FQ ：治水事業実施後の無害流量であ
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る．従って，治水事業の純便益最大基準は，次式のよ

うに表現される． 
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（２）破堤の評価法 

 次に，破堤を考慮する場合の洪水被害期待値の求め

方について考える．ここでは，ある河川区間の堤防か

らの越流によって，単一の均質な地域に洪水被害が生

じる状況について考える．被害は堤防から完全越流し

た河川水量によって規定されると仮定する． 

洪水流量Qに応じて，堤防の破堤する確率が定まる
と仮定して，被害期待値は次式のように定式化する． 
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ここに， LH ：河床を基準とした場合の堤防の高さで

あり破堤によって変化する． 0LH ：初期堤防高さ，

Qf ：洪水流量の生起確率密度分布， )|( QHf LH L
：

洪水流量の条件付の堤防高さ LH の生起確率密度分布

である．  

 洪水規模と堤防高さに応じた被害額 ),( LHQD は，

簡単のために等流仮定により，次のような手順で計算

される．マニングの等流公式を用い，幅広矩形断面を

仮定すると，河川流量と水深の関係は次式により表さ

れる． 
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ここに， )( 3/1 smn − ：マニングの粗度係数， 0S ：河床

勾配， )(mh ：水深， )(mB ：河道幅である．従って，

流量と水深の関係は， 5/35/32/1
0 )/( QBSnh = となる．

通常，越流によって下流方向に水位は低下するが，こ

こではこの影響は考慮しない．堤防からの越流流量 q

は次式のような簡単な越流公式 3)に従うものとする． 
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ここに， Oα ：越流係数， )(mL ：堤防長さである．堤

防越流量から洪水被害額への変換は次式により行う． 

PAqTD D )/(α=  (2-8) 

ここに， )/1( mDα ：被害率の変化を示す係数であり，

浸水深を乗じることによって被害率が算出される． 

)(sT ：越流継続時間であり，ここでは，洪水規模Qに
拘らず一定としている． )( 2mA ：浸水被害地域面積，

)(yenP ：浸水被害が予想される資産の総額である．わ

が国の治水経済評価 1)においては，被害率は水深に応

じて段階変化させるが，ここでは，被害額変化を明確

にするために，このような表現を用いている．以下で

は，総資産で無次元化した被害額 PDD /'= によって

解析を行う． 
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図－１ 破堤に関するパラメータ 

 

年最大流量の生起確率分布 )|( θQf は，次式の対数

正規分布に従うものとする． 
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ここに， µ ：母平均，σ ：母分散である． 
破堤は洪水最高水位や洪水継続時間，水衝部等流動

状況によって種々変化するが，ここでは USACE のマニ

ュアル 4)に倣い，図 2-1 のように，破堤確率は洪水水

深に応じて線形に変化すると考える． 
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ここに， 0LH ：河床から計測した初期の堤防天端まで

の高さを初期堤防高さ， Bα ：破堤の可能性が発生する

下限水深と初期堤防高さとの比率であり，定義域は

10 <≤ Bα である．また，堤防が強固になるほど Bα 値



は大きくなると考えられることから，本論ではこのパ

ラメータを堤防の高規格度と捉えることにする．但し，

この高規格度の表現は種々可能である．例えば，図－

１のように破堤確率変化が線形である理由はない．ま

た，線形である場合にも，ｈ軸切片の値を変化させる

こともできる．破堤後の堤防高さ LBH については，洪

水条件や破堤状況によって種々変化することから，こ

こでは，破堤下限水深 0LB Hα に等しいと仮定した．こ

れらより，式(2-5)は次式のように変形される． 
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である． 

 河川区域の余裕や周辺地域の土地利用状況等によっ

て，建設コストは大きく変動する．堤高の 2-3.5 乗程

度とする研究成果もあるが 2)，わが国の都市域では用

地買収費の建設コストに占める割合が大きい．ここで

は，年額換算した堤防設費用については，堤体容積，

堤体幅，堤高に比例する部分に分割できると仮定して，

次式のような形式により計算する． 
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ここに， )(mWL ：堤体幅， )(mLL ：堤長， Cα~ ， Cβ~ ，

Cγ~ ：建設コスト計算に関わる係数である．便益と同様

に被害地域の総資産によって無次元化すると次のよう

に変形される． 
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ここに， )/~( PCC αα = は，堤防単位体積当りの費用と

浸水地域総資産額の比率であり，堤防体積の逆数より

小さい値でなくてはならない． )/~( PCC ββ = ：堤防を

嵩上げする場合に生じる堤防長 1m，堤防高さ 1m 当りの

付加的費用と資産額の比率， )/~( PCC γγ = ：堤防幅を

大きくしようとするときに生じる付加的費用と総費用

の比率， )/( 0LLL HWG = ：堤防断面形状の幅広さを

表現するパラメータである． 

 

３．仮想被害地域を対象とした分析例 

 

（１）被害地域と堤防緒言 

浸水地域，堤防等の概要を表-1 に示す．既述の通りこ

こでは，単一堤防からの溢流被害によってのみを被害

が生じ，また，資産と浸水深は浸水地域内で一様であ

ると仮定する．洪水流量の生起確率密度分布式(2-5)の

パラメータは 9.6=µ ， 83.0=σ とする． 

 

表-1 浸水地域，堤防等の緒言 

浸水地域  

浸水面積 )( 3mA  710  
浸水区域資産総額 )(yenP  10100.2 ×  

被害率係数 Dα  2.0  

堤防・河川緒言  

堤長 )(mL  100  
単位建設コスト )( 3−mCα  6100.2 −×  

地盤高さ )(mHG  0  
河川勾配 S  100/1  

粗度係数 n  02.0  

河道幅 )(mB  100  
越流係数 Oα  14.0  

洪水継続時間 )(sT  3600  
初期治水レベル  

設計洪水流量 )/( 3
0 smQ  2000  

高規格度 Bα  5.0  

 

堤防建設コスト式 Cα を除く係数については，次節で示

すように条件に応じて変化させる. 

 

（２）高規格度と治水レベルの関係 

 はじめに一つの浸水地域を対象として，費用便益分



析を行った．コスト関数(2-12)式の係数については，

7100.2 −×=Cβ ， 5100.2 −×=Cγ と設定した．また，

堤防高規格度 Bα と幅広度 LG の関係は次式を用いる． 
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上式は高規格度と幅広度が線形関係にあり，堤防幅が

堤防高さの 20 倍以上あれば，破堤しないことを意味し

ている．図-2 は，堤防の設計流量と便益，費用，純便

益の関係を示している．高規格度が 0.7 と 1.0 の場合

について併せて図示している． 
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図-2 浸水地域資産で無次元化した費用と便益 

 

高規格化によって便益，費用ともに増加しているが，

純便益の変化は小さい．純便益が極大となる流量は高

規格度が大きくなると減少する．図-3 は，計画流量－

高規格度面内での純便益の等高線を示している．設計

流量あるいは堤防高さと高規格度間にトレードオフ関

係があることがわかる． 

次に，同じ面積と総資産，洪水流量を有する２つの

浸水地域の相互関係について検討する．いずれの地域

についても堤防の設計洪水流量は smQ /4000 3= で

同じであるとし，上流側地域の堤防のみを高規格する

状況について考える．上流側堤防が破堤すると下流側

流量が減少する．従って，図-4 のように上流堤防高規

格により，下流堤防の被害リスクが上昇し，便益が減

少する．この影響を考慮すると，全体の純便益は減少

する．下流側地域資産額の増加に伴い，最適高規格度

は低下する．このことは，ある特定の河川区間の堤防

のみ高規格化する場合に十分注意しなければならない． 
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図-3 総資産で無次元化された純便益等高線 
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図-4 ２浸水地域の限界便益と限界費用 

 

４．おわりに 

 

 本文では，高規格堤防の洪水被害軽減便益の評価法

を提示した．破堤を考慮することによって便益が増加

すること，設計流量と高規格度とのトレードオフ関係

等について示した．ここで示した分析結果は，各種パ

ラメータに依存するが，考慮すべき重要な特性をも提

示していると考えている． 
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